
序章では、人口という最も基礎の部分で、また人々の意識という心の部分で、生じている変化の一端
をみた。今まさに、日本は、様々な局面で転換期を迎えている。これらの“変化”が、日頃の不安や将
来への悲観的な見方を駆り立てているのではないか。「変貌する経済社会」「変わりつつある地域」「変化
する人々の生活と意識」の 3つの観点で、特に特徴的な事項を取り上げて、様々なデータを用いて具体
的に、起こっている変化の流れを考える。

第1節 変貌する経済社会
経済社会の趨勢に大きな変化が生じている。ここでは、基本的な経済の動向とそれを支える産業活動
の変化、またそれらとつながる個人の生活の変化も含め、起こっている変化をいくつか取り上げる。

（伸び悩む経済）
経済の動向が大きく変わってきている。
図表11は、約30年間の経済成長の推移をみたものである。1990年代前半を境に成長率が低下し、また

名目GDPが実質GDPを下回るなど、基調が変わったことがうかがえる。2008、09年は、いわゆる経済
危機により急激な落ち込みを経験した。（注）

今後の人口減少の進展を考えると、GDPの総額ではなく、一人当たりの額から国民の豊かさをみる
ことも大切である。図表12は、一人当たりの名目GDPの推移であるが、90年代後半以降は頭打ちとなっ
ており、OECD諸国における順位も、1993年の 2位から2008年には19位となっている。

図表11 GDP成長率の推移
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資料）内閣府資料より国土交通省作成

第1章 なにが変化しているのか

（注）リーマンショック（2008年 9 月）前後の2008年 1 〜 6 月と2009年 1 〜 6 月について国土交通分野の指標をみると、
例えば、住宅分野（新設住宅着工戸数）約54万 4 千戸→約39万 7 千戸、運輸分野（貨物輸送量（トラックとJR（貨
物）の計）5,344万トン→4,574万トンなどとなっている。
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図表14 消費について全体に占める各世代の割合の試算

20～34歳
23％

2009年

60歳以上
32％

35～59歳
45％

20～34歳
27％

1995年

60歳以上
20％

35～59歳
52％

（注）試算方法：家計調査によれば、1995年と2009年の単身世帯の
一ヶ月あたりの消費支出は、次の通りである。
1995年　34歳以下19万6992円、35～ 59歳22万

6792円、60歳以上15万2671円
2009年　34歳以下17万1233円、35～ 59歳18万

3380円、60歳以上14万6861円
これを、各世代のおよその消費傾向とみなし、これに各年
の20～ 34歳、35～ 59歳、60歳以上の人口をかけるこ
とにより、各世代の消費支出が全体に占める割合を概観し
た。四捨五入により、合計が100％にならない場合があ
る。なお全体の消費ボリュームは、2009年は1995年と
比べて1割弱減少している。

資料）総務省「単身世帯収支調査」、「家計調査」、「国勢調査」、「人口
推計」より国土交通省作成

（産業活動の趨勢の変化）
モノやサービスを生み出す供給サイドの趨勢も
変わってきている。
図表15は、第 1，2，3次産業について地域ブ

ロック別に就業者数の構成比をみたものである。ブ
ロックにより産業の構成に特徴があることがわかる。
図表16は、さらにいくつかの産業分野につい
て、就業者数の推移を三大都市圏と地方圏にわけ
てみたものである。製造業の就業者数は、まず三
大都市圏を中心に増加したのち地方圏でも増加
し、90年代前半を境に減少に転じている。建設業
は、一貫して地方圏で多く90年代後半までは伸びたもののそこから減少に転じている。運輸業は、現在
では三大都市圏で多くなっているが、就業者数は同様に90年代後半から減少している。このように、産
業分野ごとに就業者の地域分布と増減に特徴があることがわかる。これらが各ブロックで産業活動と雇
用の特色をつくってきたが、現在では製造業や建設業、運輸業の就業者数は減少傾向にあり、日本全体
と地域の産業活動の枠組みに変化をもたらすことが考えられる。

図表16 産業別就業者数の推移

2006年
1951年

1996年
1951年

1996年

2006年

1951年

2006年

1978年 1972年

1991年

2001年
（注）１　1951 ～ 2001年までの数値は

総務省「日本の長期統計系列」（昭
和26年～平成13年）に基づくも
の。

　　 ２　運輸業の数値には、運輸・通信
業の分類から運輸業に関するもの
を抜粋し、再整理した値を含む。

　　 ３　「サービス業（卸売・小売業、
飲食業を除く。）」の2006年の数
値に関しては、分類が2001年以
前と大きく変化したため、掲載せ
ず。

　　 ４　事業所・企業統計調査は1951
年調査から1981年調査までは3
年ごと，1981年以降は5年ごと
に実施している。

資料）総務省「事業所・企業統計調査」
より国土交通省作成
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図表15 ブロック別第1，2，3次産業の就業者数
構成比
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資料）総務省「国勢調査」（2005年）より国土交通省作成

図表12 一人当たりの名目GDPの推移

（注）1　グラフに記された順位は、OECD 諸国における一人当たりの名目GDP の順位
　　 2　総人口は毎年10月1日現在
資料）内閣府「国民経済計算確報」、総務省「人口推計」より国土交通省作成
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図表13は、三大都市圏と地方圏にわけて県民所得の伸びをみたものである。戦後、三大都市圏を牽引
役に地方圏も含めて伸びてきたが、ここ十数年では減少も経験するなど停滞している状態がみられる。

図表13 県民所得の推移

（注）県民所得：各都道府県における県民雇用者報酬、財産所得、企業所得を合計したもの
資料）内閣府「国民経済計算」より国土交通省作成

一人当たりの県民所得
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（身近な経済活動の主役の交代）
このような経済に関して、需要サイドからみた消費活動の主体が変化している。
図表14は、1995年と2009年について、世代別の消費支出額にその世代の人口をかけることにより消費
支出の世代別の割合を概観したものである。いくつかの仮定に基づいておりあくまで試算であるが、消
費活動の重心が高齢者世代へ移動しつつある様子がわかる。また、第 3節でも触れるが、若い世代の消
費性向が変化するなど消費の内容にも変化がみられ、併せて、社会における経済活動の主役が交代して
いく様子がうかがえる。
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（社会の格差の拡大）
これらの状況の下、社会の格差がどう
なっているかをみる。
図表18は都道府県単位の一人当たり県
民所得のばらつきをみたものであるが、
この数年は格差が広がる傾向にあり、07
年も高い水準にとどまっていることがわ
かる。
また図表19は、世帯収入により5つの
グループにわけ、上位20%の世帯（Ⅴ）と
下位20%の世帯（Ⅰ）の収入の推移をみた
ものである。おおむね2000年代に入ったこ
ろから、Ⅴの世帯の収入がおよそ横ばい
であるのに対し、Ⅰの世帯では収入が大
幅に減少している。収入の高い世帯と低い世帯の収入格差が広がっている。
このように、地域間で、個人の間で、格差が広がる傾向にある様子の一端がうかがえる。

図表19 世帯収入別にみる収入額の推移

（注）世帯（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）を世帯の年間収入により順番に並べて5つのグループをつくり、収入の低い方から順次第
Ⅰ～Ⅴ分位階級とした。そのうちⅠ（下位の20%）とⅤ（上位の20%）について、世帯収入を世帯の平均有業人員数で割った。1989年を
100としてその推移をグラフ化。

資料）総務省「家計調査」より国土交通省作成
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（日本のイメージの変化）
このように日本ではさまざまな変化
が生じているが、さらに、人々が国に
対して感じていることにも変化がみら
れる。図表20は、日本について誇りに
思うものを尋ねたものであるが、社会
の安定、経済的繁栄、教育水準等に対
する評価が低くなる一方で、文化・芸
術、自然、歴史・伝統等が高くなって
いる。

（働き方の変化）
労働は、普段の生活時間の中で大きな
割合を占めるが、このような経済社会状
況の変化の下、個人の働き方にも変化が
生じた部分がある。
正規・非正規雇用をみると、正規雇用

の割合は、1990年には79.8%であったもの
が、2009年には66.3%となっている（注1）。
図表17は、地域ブロック別に02年と09年
の正規・非正規雇用者数をみたものであ
る。ほとんどのブロックで、正規雇用者
数が減少するなか、非正規雇用者数が増
加している様子がわかる（注2）。
夫婦の働き方については、共働き世
帯・片働き世帯の数は1990年の823万世
帯・897万世帯から、共働き世帯が大幅
に増加する等により、2009年には995万
世帯・831万世帯（注 3）となり、逆転して
いる（図表98（50ページ）参照）。
また、労働時間については、1990年には2,124時間（生産労働者（製造業））であったものが、2000年
1970時間、2006年2003時間となり、減少傾向にあるもののこの数年は微増している（注4）。これは、米国
（1,962時間）、英国（1,874時間）、ドイツ（1,538時間）、フランス（1,537時間）（注5）などと比較すると依然と
して長い。年次有給休暇の取得日数は、1990年の8.2日に対し2008年は8.5日と大きな変化はない（注6）（注 7）。
近年ワークライフバランスに注目が集まっているが、働き方に大きな変化がみられる一方で労働の負
荷は軽くなっておらず、厳しい状況にあることがわかる。

（注 1）1990年については総務省「労働力調査特別調査」、2009年については同「労働力調査詳細集計」より。なお、
1990年については同年 2月の値、2009年については同年の平均の値。

（注 2）ただし2009年（全国）については、直近の10年では初めて、前年と比べて非正規雇用者数は減少している。
（注 3）総務省「労働力調査詳細集計」より。共働き世帯とは夫婦ともに非農林業雇用者の世帯、片働き世帯とは夫が

非農林業雇用者で妻が非就業者の世帯。
（注 4）独立行政法人労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2009」によれば、生産労働者（製造業）の

年間総実労働時間は1980年2,162時間、1990年2,124時間、2000年1,970時間、2006年2,003時間。2001年以降は、日本
の労働時間は微増傾向にあり、とりわけ所定外労働時間が増加している。

（注 5）同上より。いずれも2006年の数値。
（注 6）1990年については厚生労働省「賃金労働時間制度等総合調査」、2008年については同「就労条件総合調査」によ

る。対象は、「本社の常用労働者が30人以上の民営企業」の労働者。
（注 7）これらのほかにも、例えば休む曜日について変化がみられる。平成 7年と17年を比較すると、土曜日が休みの人
57%→54%、日曜日が休みの人77%→72%となる一方、決まっていない人19%→25%となっている（資料：NHK放送文化研究
所「国民生活時間調査」）。対象は、「勤め人」（販売職・サービス職、技能職・作業職、事務職・技術職、経営者・管理職））。

図表17 ブロック別正規・非正規雇用者数の変化
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資料）総務省「労働力調査詳細集計」より国土交通省作成

2009年
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図表18 県民所得からみた都道府県格差の推移

（注）一人当たり県民所得の変動係数とは、全県計に対する都道府県の開差率を相対
的に表したもので、数値が大きいほどばらつきが大きい。

資料）内閣府「平成19年度の県民経済計算について」より国土交通省作成
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図表20 日本について誇りに思うものの変化
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（注）「国民の人情味や義理がたさ」については、1989年の調査では「国民の人情味」
（18.1％）と「国民の義理堅さ」（13.0％）の2つにわかれており、本グラフでは前者
の値を用いた。

資料）内閣府「社会意識に関する世論調査」（1989年及び2010年）より国土交通省作成
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図表24 日本の出入国者数
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図表23 世界の国際線（定期輸送ベース）旅客数
の推移

資料）日本航空協会「航空統計要覧」より国土交通省作成
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図表25 世界の港湾別コンテナ取扱個数

港　名
1980年

取扱量
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

12

16

18

39

46

ニューヨーク/ニュージャージー
ロッテルダム
香港
神戸
高雄
シンガポール
サンファン
ロングビーチ
ハンブルク
オークランド

横浜

釜山

東京

大阪

名古屋

…

…

…

…

…

195
190
146
146
98
92
85
83
78
78

72

63

63

25

21

港　名
2008年

取扱量
1
2
3
4
5
6
7
8
9
10

24

29

39

44

50

シンガポール
上海
香港
深圳
釜山
ドバイ
寧波
広州
ロッテルダム
青島

東京

横浜

名古屋

神戸

大阪

…

…

…

…

…

2,992
2,798
2,449
2,141
1,345
1,183
1,123
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（注）１　単位：万TEU（TEU：国際標準規格の20フィート・コンテナを1とし、40フィート・コンテナを
2として計算する単位）

２　2008年は速報値
資料）「CONTAINERISATION INTERNATIONAL YEARBOOK1982，2010」より国土交通省作成

このように、経済や産業の趨勢、さらに取り巻く国際環境は変わりつつあり、個人の側からみても、
消費活動や働き方、さらには国に対する意識も変わってきていることがうかがえる。日本の経済社会
は、まさに転換のステージにあるといえる。

（グローバル化の進展と日本の相対的な位置の変化）
日本を取り巻く世界の様子も大きく
変化している。
急速に進むグローバル化は日々の生
活を大きく変える可能性がある。特
に、昨今の経済危機は、図表11（ 9
ページ）でもみたとおり我が国の経
済、さらには社会を大きく揺るがし、
日本の普段の生活が直接世界とつな
がっていることを改めて示した。図表
21は、グローバル化が個人の生活や地
域にどのような影響を与えるかを尋ね
ている。 8割近い人が何らかの影響が
あると考えるが、それが総じてプラスの影響である
と答える人は16.4%にとどまっており、多くの人が
影響を図りかねている様子がわかる。
グローバル化した世界経済において、日本の位置
は変化しつつある。図表22は、国・地域のGDPが
世界全体に占める割合の推移であるが、アジア諸国
は急速にその割合を増やしている。一方で、日本は
1980年代後半から90年代中頃まではおよそ15%以上
あったものの減少し、2008年には約 8 %となってい
る。
また、グローバル化により、世界で人やモノの動
きが活発になっている。図表23は、世界の国際線
（定期輸送ベース）による旅客数である。1989年の
約2.6億人と比較し2008年は約8.7億人と約3.3倍に伸びており、世界における人の動きはダイナミックに
なっていることがわかる。一方で、図表24は、日本の出入国者数の推移である。外国人入国者数は増加
傾向にあるが、日本人出国者数は、90年代後半以降あまり伸びていない。
また図表25は、世界の港湾別にコンテナ取扱個数を比較したものである。1980年には上位20位までに
日本の 3港湾が入っていたが、世界の各港湾で取扱量が飛躍的に伸びるなか、2008年では東京の24位が
最高となっている。人だけではなくモノについても、その流れが変化している。

図表21 グローバル化に対する意識
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問　今後さらにグローバル化（国際化）が進展すると考えられますが、あなたの生活や
　　お住まいの地域にどのような影響を与えると思いますか。

資料）国土交通省

総じてプラスの影響がある 総じてマイナスの影響がある
影響はあるがプラスかマイナスかわからない 影響はない
わからない

（%）

図表22 GDPの世界全体に占める割合の推移
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（注）日本、韓国、香港等は含まない。
資料）The World Bank 「World Development Indicators 2009」
　　より国土交通省作成
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